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３．事業の実施状況 

平成27年度石川県計画に規定した事業について、令和4年度終了時における事業の実施状

況を記載。 

 

事業の区分 １．医療機能の分化・連携に関する事業 
事業名 【No.1】医療機能の分担・連携のために必

要な施設・設備整備 
【総事業費(R4)】 

15,897 千円 
事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 希望する医療機関 

事業の期間 平成 27 年 10 月 1 日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

国による将来の必要病床数の推計値及び在宅医療の推進を

図る観点から、回復期病床の大幅な増床が必要と考えられ

るため、回復期病床への転換を促進していく必要がある。 

アウトカム指標： 平均在院日数 36.5 日（H23）→ 短縮 

事業の内容（当初計画） 医療機関の機能分化・連携により、効率的かつ効果的な医

療提供体制の構築を図るため、以下の施設・設備の整備に対

して支援を行う。 

本県で大幅な増床が必要と考えられる回復期病床への転

換に必要な施設・設備の整備 など 

※地域医療構想の内容に応じ、回復期に限らず、本県で不足している機

能の病床の整備や、過剰な病床機能からの転換等に必要な施設・設備の

整備に対して支援を行う予定。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

回復期を担う病床の数 

1,022 床（H26.7）→ 3,695 床（R7） 

アウトプット指標（達成

値） 

回復期を担う病床の数 

1,022 床（H26.7）→ 2,279 床（R4） 

事業の有効性・効率性 事業の有効性 

 本事業の実施により、石川県の全域において、地域包括ケ

ア病棟への移行が推進された結果、平均在院日数は 13.2 日

（R4）と短縮している。 

事業の効率性 
 石川県医師会と連携して事業を実施することにより、効

率的に執行できたと考える。 
その他 （各年度の中間目標）R5:2,933 床  R6:3,314 床  

定量的基準で推計したところ急性期の病床に回復期相当の

患者が入院している病床が 410～1,570 床程度あるが、様々

な理由で、急性期として報告を行う病院も見られることか

ら、病院との対話を継続していきたい 
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 
 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【NO.1】石川県介護施設等整備事業 【総事業費】 

(R4)22,720 千円 

事業の対象となる区域 県内全域 

事業の実施主体 石川県 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 5年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が住み慣れた地域において、安心して生活できる体制の

構築を図る。 

アウトカム指標：地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密

着型サービス施設等整備 

事業の内容 

（当初計画） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 

施設種別 H26 年度末 H27 年度末 

地域密着型特別養護老人ホ

ーム 

881 床 

（33 カ所） 

997 床 

（37 カ所） 

認知症高齢者グループホー

ム 

2,902 床 

（174 カ所） 

2,929 床 

（176 カ所） 

小規模多機能型居宅介護事

業所 
76 カ所 

宿泊 543 人 

（80 カ所） 

看護小規模多機能型居宅介

護事業所 

宿泊 9人 

（1カ所） 

宿泊 27 人 

（3 ヶ所） 

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所 
4 カ所 6 カ所 

認知症対応型デイサービス 46 カ所 50 カ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

  地域密着型特別養護老人ホーム等の開設準備の支援 

 

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修 

 
 

施設種別 整備予定数 

既存の特別養護老人ホームのユニット化

改修（多床室→ユニット化） 
29 床（1ヶ所） 
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アウトプット指標 

（当初の目標値） 

 

 

 

 

アウトプット指標 

（当初の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施

設等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介護

サービス提供体制の整備を促進する 

 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 

施設種別 整備予定数 

地域密着型特別養護老人ホーム 116 床（4カ所） 

認知症高齢者グループホーム 18 床（1カ所） 

小規模多機能型居宅介護事業所 
宿泊 36 人（4カ

所） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 
宿泊 18 人（2カ

所） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 6 カ所 

認知症対応型デイサービス 3 カ所 

介護予防拠点 2 カ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

  地域密着型特別養護老人ホーム等の９施設の開設準備の

支援 

 

④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修 

  既存施設のユニット化改修（多床室→ユニット化） 

 

アウトプット指標 

（達成値） 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成 

 H27：地域密着特養 116 床（4カ所）、ＧＨ18 床（1カ所） 

    小多機 1カ所、認知デイ 2カ所、介護予防 2カ所 

 H28：定期巡回 2カ所 

 H30：ＧＨ18 床（1カ所） 

 R1 ：地域密着特養 29 床（1カ所）、ＧＨ45 床（3カ所）、 

    小多機 1カ所、看護小多機 1カ所 

 R2 ：地域密着特養 58 床（2カ所）、ＧＨ18 床（1カ所）、 

    小多機 1カ所、看護小多機 1カ所 

 R3 ：ＧＨ3床（1カ所） 

  R4 ：定期巡回 1カ所 

 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対する支援 

 H27：2 施設 H28：6 施設 H29：1 施設 H30：6 施設 

 R1：5 施設 R2：5 施設 R3：5 施設 R4：1 施設 
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④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修 

 既存施設のユニット化改修（多床室→ユニット化） 

  H27：29 床（1ヶ所） 

 

事業の有効性・効率性 

 

 

 

 

 

 

事業の有効性・効率性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：65 歳以上人口あたり

地域密着型サービス施設等の増加 

（１）事業の有効性 

  地域密着型サービス施設等の整備により、高齢者が住み慣

れた地域において、安心して生活できる体制の構築が図られ

た。 

（２）事業の効率性 

  行政と事業者に対し、県の事例を示す等の助言を行い、一

定の共通認識のもとで施設整備を行っている。 

その他 H27 年度基金を活用し、事業を継続。 

 


